
科目等履修（教職コース）対象者 

 

① 教育職員免許法第 5 条別表第 1 を根拠に一部不足科目単位の修得をする方 

※前大学・前学籍等で教育実習・教育実践演習が修得済であることが必須です。 

※本学開講科目は、「科目等履修（教職コース）開講科目」表を参照してください。 

 

② 教育職員免許法第 6 条別表第 3 を根拠に上級免許状を取得する方 

普通免許状を所有し、教員として良好な勤務成績で法定の最低在職年数を超えて勤務した実務証明 

責任者の証明を有する方が所定単位を修得することで上級教員免許状を取得することができます。 

修得単位数は最低在職年数を超えると、1 年毎に 5 単位減少します（10 単位まで）。教員としての実

務経験期間、履修科目・単位の内訳等、詳細については必ず勤務地又は居住地の都道府県教育委員

会の説明・指導を受けてください。「科目等履修（教職コース）開講科目」の表を参照してください。 

 

 

③ 教育職員免許法第 6 条別表第 8 を根拠に隣接校種の教員免許状を取得する方 

  普通免許状を所有し、教員として 3 年以上良好な勤務成績で勤務した実務証明責任者の証明を有す 

  る方が所定単位を修得することで隣接校種の教員免許状を取得することができます。教員としての 

  実務経験期間、履修科目・単位の内訳等、詳細については必ず勤務地の都道府県教育委員会の説明・ 

  指導を受けてください。「科目等履修（教職コース）開講科目」の表を参照してください。 

 

 ◇教育職員免許法第６条別表第８の改正について〔2022 年（令和 4 年）7 月 1 日施行〕 

  「普通免許状を有する者が教育職員免許状別表第８により他の学校種の普通免許状の授与を受けよ 

うとする場合に必要な最低在職年数について、当該年数に含めることができる勤務経験の対象に、 

  授与を受けようとする免許状に係る学校及び学校以外の教育施設のうちこれらの学校に相当する 

  ものを追加することとする」 

 

  次頁表の第３欄に記載されている在職年数の対象が変更になりました。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



④ 教育職員免許法施行規則第 10 条の 2 を根拠に 1 種免許状を取得する方 

「学士の学位」及び 2 種免許状を取得した方が免許状第 5 条別表第 1 の規定により、1 種免許状の 

  授与を受けようとするときは、1 種免許状に係る単位数のうち 2 種免許状に係る単位数を修得した 

  ものとみなし、不足分の単位数を修得することにより 1 種免許状を取得することができます。 

  詳細については必ず勤務地又は居住地の都道府県教育委員会の説明・指導を受けてください。「科 

  目当履修（教職コース）開講科目」の表を参照してください。 

 


